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代表弁護士 鮫島正洋

一民間人である当職が、このような場で、中小企業の知財戦略に関する政府関連施策をご報告することに
違和感を覚える方もいらっしゃることと思いますが、

2004年に地域中小企業知的財産戦略啓発委員会の委員長
を拝命して以来、民間の立場から公的な場でこのテーマに携わって参りました。

昨年度も多くの関連委員会の委員長・座長を務めた立場から発表させていただきます。
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Ⅱ-1 知財金融支援の背景

 中小企業は知財で金融機関から資金調達したいというニーズがある一方で、中小企業からは知財は金融機関から
財産として評価されていない、権利取得や維持費用が不要なコストとみなされるとの指摘あり。総じて言えば、知財
による資金調達はきわめて限定的な状況。

 中小企業サイドの調査では、特許等に基づく融資の状況については、約25％の中小企業が何らかの融資上のメ
リットを受けたと回答。資金調達の対象となった知財は技術を評価する特許権が多い。

 金融機関サイドの調査では、多くの金融機関は知財を評価できる専門的人材が不足していることもあり、融資の際
の評価の優先度が低いのが実情。

＜出典＞金融機関から見た企業の知的財産を活用した資金調達に関する調査研究（平成24年度特許庁調査）
平成25年度中小企業等知財支援施策検討分析事業「中小企業の知的財産活動に関する基本調査報告書」
（特許庁）

優先順位 評価項目

1 会社経営に対する使命感・責任感

2 主力金融機関であるかどうか

3 経営管理能力

4 経営計画・事業計画の有無

：

8 同一製品・技術分野における優位性

：

36 技術的な参入障壁の高さ

：

45 知的財産権の保有数

58 知財の経済的価値

59 他社へのライセンス実績

60 基本特許に近いかどうか

61 知財の年間出願数・登録数

金融機関による中小企業への融資の際の
評価項目（61項目）の優先順位

金融機関内
部に知財を評
価できる専門
人材が 不足

しており、評
価できない状
況
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Ⅱ-2．知財と金融機関の現状

 金融機関に対しては、①成長性の高い中小企業に対し知財を重視した融資の拡大、②知財を有効に活用で
きていない企業について特許庁の知財支援との一層の連携、が期待。

 しかしながら、金融機関には知財に詳しい人材が不足。また、知財を経営に積極的に活用することで中小
企業が成長できる等の認識を有していないことが多い。

 以上を踏まえ、以下の２つを柱とした金融機関との連携を強化。
 中小企業の知財に注目した融資の促進（知財金融支援）
 知財の裾野拡大につなげるため、中小企業支援関係者としての金融機関への普及啓発

①知財金融支援

２７年度の本格的実施に向けた課題等の把握のため、２６年度は
以下の取り組みを試行的に実施。

 知財調査会社が作成した中小企業の知財ビジネス評価
書 の金融機関への提供（３７件採択）

 リレーションシップバンキングに向けた中小企業とのコミュ
二ケーション拡大のために役立つ「知的資産経営報告書」
の作成支援（１５件採択）

現在、知財評価サービスを提供している知財調査会社等では様々
な評価手法や評価書が存在。知財評価書を活用して金融機関が融
資する際に実務的に役に立つ評価書の在り方を調査すべく、知財調
査会社や金融機関等からのヒアリングを実施中。

※その他、海外の取組み事例も調査。

②金融機関への知財の普及啓発

● 金融機関に対して、知財セミナー開催の働きかけを積極的に実施。
セミナーを通じて、金融機関関係者が知財活用の意義や事例を学
び、知財経営の理解を深めるため、職員を金融機関に派遣。

１．セミナーの内容（例）

【 知的財産の基礎 】～ 中小企業等を巡る知財状況～

１．知財を取り巻く動き＆最近の話題 ２．知的財産、知的財産権とは？

３．特許等の出願動向 ４．経営と知的財産

５．中小企業の知財状況 ６．産業財産権の活用と融資事例

７．金融機関の知財に関する取り組み状況と事例

８．知財に関する支援策（知って得する情報）

２．開催実績

これまで全国の信用金庫や日本政策金融公庫等
の職員にセミナーを開催。

２４年度 １９０名、２５年度 ２５５名
２６年度は、経済産業局とも協力しつつ、

銀行協会等の訪問やセミナー活動を強化。

１．知財ビジネス評価書と知的資産経営報告書作成支援

２．知財ビジネス評価書に関する調査
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知財評価型（知財担保融資）

事業評価（キャッシュフロー）型

Ⅱ-3．知財金融支援の背景（個人的見解）
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・担保価値としては評価できるようになったが、知財が事業のキャッシュフローにどのように
貢献するかは評価できない。

・金融機関からすれば返済不能時の担保価値よりも、返済していただけるかどうかが重要。
技術・知財と事業の関係について評価できないために、融資リスクが取れない。

・技術企業からすれば、「なぜ技術と知財を持っているのに銀行は融資してくれないのだ」
という根強い不満

↓
← こういう「技術・知財」を保有しているから、

この会社の「キャッシュフローは安定」している
という「ビジネス評価」を行った。

知財ビジネス評価書／知的資産経営報告書



7



8



知財を活用した金融に関する好事例の全国展開を通じ、知財のすそ野拡大を目指す。
（27年度予算案 1.0億円【新規】）

Ⅱ-4． 知財金融促進に向けた取組強化
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①シンポジウムの開催、②金融機関向けの普及用マニュアルの作成等 普及啓発活動を強化。

（１）知財ビジネス評価書作成支援 （２）知的資産経営報告書作成支援

金融機関と連携する中小企業に対して、「知財ビジネス
評価書」を作成。調査会社の紹介や評価書の作成費
等を支援。
※調査会社の評価書作成のための金融機関・中小企業の費用は無料

金融機関と連携する中小企業が、「知的資産経営報告
書」を作成するのに要する専門家を派遣。
※報告書作成のための専門家派遣費用は無料

③（３）普及啓発活動の強化



経済産業省施策：標準化
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技術法務で日本の競争力を実現する

弁護士法人内田・鮫島法律事務所

samejima@uslf.jp / 03‐5511‐6211
http://www.uslf.jp/ (弊所オフィシャルウエブサイト）

http://www.ip‐bengoshi.com/ （知財弁護士ドットコム）

http://www.it‐houmu.com/ （IT法務ドットコム）


